
 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 
 

◆ はじめに 

サービス産業を営む事業所・企業等の皆様にお

かれましては、益々御健勝のこととお喜び申し上

げます。また、お忙しい中、サービス産業動向調

査に御回答いただき、厚く御礼申し上げます。 

皆様から御提出いただいた調査票につきまして

は、調査結果として取りまとめの上、毎月、総務

省統計局のホームページ等で公表しており、これ

により、毎月のサービス産業における売上高の動

向等を把握することができます（月次の結果につ

いては、次ページも御参照ください。）。 

◆ 調査結果はＧＤＰの推計に活用 

また、この調査の結果は、重要な経済指標であ

る四半期別ＧＤＰ速報（ＱＥ）を作成する際に利

用される基礎統計の一つと位置付けられており、

日本経済の景気判断を行う上でも、役立っていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

◆ 産業別の結果も明らか 

なお、下図は、この調査における毎月の調査結

果で売上高が最大となる月を産業別に整理したも

ので、３月の売上高が最大となる産業が最も多く、

次いで、12 月、８月の売上高が最大となってい

る産業が多いことが分かります。 

なお、これは、あくまで平成 29 年について見

た結果で、産業によっては、年により売上高が最

大となる月が異なる可能性に御留意ください。 
 

◆ 皆様への御礼と引き続きの御回答のお願い 

これまで、サービス産業動向調査に長く御回答

いただきました皆様には、改めて御礼申し上げま

す。また、引き続き、この調査への御回答をお願

いします皆様には、毎月、御負担をおかけするこ

ととなりますが、今後とも御理解のほど、よろし

くお願いいたします。 

最後になりましたが、来る 2019 年が皆様に

とって良い年になることを祈念いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                          

                                     

                               

                                                   

 

総務省統計局 

〒162－8668  

東京都新宿区若松町 19番１号 
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サービス産業動向調査に関する最新の結果などをお届けしています。 

  

サービス産業動向調査   
ニュース No.38 平成 30 年 12 月発行 

  

これまでの御回答への感謝と、引き続きの御理解のお願い 

 

 

 

顔写真 

【図】月次の売上高が最大となる月（産業中分類別。平成 29 年１～12 月の各月の結果） 

出典）総務省「サービス産業動向調査」時系列 第１表 事業活動の産業（中分類）別売上高 

１月 ４月 １２月
80　娯楽業 78　洗濯・理容・美容・浴場業 44　道路貨物運送業

３月 ６月 47　倉庫業
37　通信業 91　職業紹介・労働者派遣業 76　飲食店
38　放送業 ７月 77　持ち帰り・配達飲食サービス業
39　情報サービス業 84　保健衛生　※３ 82b うち学習塾，教養・技能
40　インターネット附随サービス業 ８月 85　社会保険・社会福祉・介護事業　※４

41　映像・音声・文字情報制作業 4*　航空運輸業，郵便業（信書便事業を含む） 95　その他のサービス業
42　鉄道業 45　水運業
48　運輸に附帯するサービス業 75　宿泊業
68　不動産取引業 82a うち社会教育，職業・教育
69　不動産賃貸業・管理業 82　その他の教育，学習支援業
70　物品賃貸業 １０月
72　専門サービス業（他に分類されないもの） ※１ 43　道路旅客運送業
73　広告業 １１月
74　技術サービス業（他に分類されないもの） 79　その他の生活関連サービス業　※２

83　医療業 　※１）「純粋持株会社」を除く
88　廃棄物処理業 　※２）「家事サービス業」を除く
89　自動車整備業 　※３）「保健所」を除く
90　機械等修理業（別掲を除く） 　※４）「社会保険事業団体」及び
92　その他の事業サービス業 　　　　「福祉事業所」を除く

総務省統計局統計調査部 
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売上高の対前年同月比
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　　　　　　　　産業大分類

　　項目
サービス産業計 情報通信業

    運輸業，
    郵便業

不動産業，
物品賃貸業

学術研究，
専門・技術
サービス業

宿泊業，飲食
サービス業

   生活関連
  サービス業，
  娯楽業（注２）

教育，
学習支援業

医療，福祉

サービス業
（他に分類され
　ないもの）

(注３)

 月間売上高（百万円） 32,364,335 5,575,315 5,645,882 3,836,147 3,073,134 2,161,485 3,852,324 321,306 4,593,371 3,305,370

 対前年同月比（％） 0.6 4.1 0.3 3.3 -0.9 -1.7 -1.7 1.5 -1.2 0.5

 

 

 

１．サービス産業の売上高（注１） 

▶ 月間売上高は、32.4 兆円。前年同月比 0.6％の増加。 

・増加：「情報通信業」、「不動産業，物品賃貸業」など５産業 

・減少：「生活関連サービス業，娯楽業」、「宿泊業，飲食サービス業」など４産業 

  

 

 

 

 

 

 

２．サービス産業の事業従事者数（注４） 

▶ 事業従事者数は、3065 万人。前年同月比 0.6％の増加。  

・増加：「教育，学習支援業」、「情報通信業」など５産業 

・減少：「生活関連サービス業，娯楽業」、「学術研究，専門・技術サービス業」など４産業 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 

 

(注１) 事業活動別の集計であり、「産業」は事業活動ごとに分類 

(注２) 「生活関連サービス業，娯楽業」とは、洗濯・理容・美容・浴場業、旅行業、冠婚葬祭業、娯楽業（映画館、ゴルフ

場、テーマパーク、パチンコホール等）などをいいます。 

(注３) 「サービス業（他に分類されないもの）」とは、廃棄物処理業、自動車整備業、労働者派遣業などをいいます。 

(注４) 事業所・企業等を単位とした集計であり、「産業」は主要な事業活動により分類 
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毎月 20 日前後に調査票をお送りいたします。翌月 20 日までにご回答をお願いいたします。 

２ 

図１ 月間売上高―産業大分類別（平成 30年９月） 

 

図３ 事業従事者数の対前年同月比―産業大分類別（平成 30 年９月） 

図２ 事業従事者数―産業大分類別（平成 30年９月） 

２ 

平成 30年９月分結果（速報）  



 

データサイエンス・オンライン講座 
「誰でも使える統計オープンデータ」を開講 

 

 

総務省統計局は、“データサイエンス”力の高い人材を育成するための取組として、データサイ

エンス・オンライン講座「誰でも使える統計オープンデータ」を 12 月４日（火）から開講中です。 

この講座は、統計オープンデータを活用したデータ分析の手法をわかりやすく学ぶことができる

内容となっており、ウェブ上で誰でも参加可能（受講料無料）なオープンな講座です。 

タブレットやスマートフォンでも学習でき、外出先や隙間の時間を使って自分のペースで少しず

つ受講可能ですので、みなさま、是非ご受講ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://gacco.org/stat-japan3 

 

サービス産業動向調査ニュース（第 38 号）  

統計に関する
お知らせ 

３ 

 
お手元に未提出の調査票がございましたら、今月の調査票とともにご回答いただくようお願いいたします。 

 

第１週 e-Stat※１を使ったデータ分析 
・e-Statの統計データを活用したデータ分析の事例を学ぶ 

（e-Statの機能紹介、活用事例紹介等） 

第２週 公的統計データの使い方 
・公的統計データの基本事項及び読み方を学ぶ 

（公的統計の種類と体系、労働力調査・家計調査の基礎知識及び利用の際のポイント等） 

第３週 統計 GIS※１･２の活用 
・統計データと地図を組み合わせた統計 GISの活用方法を学ぶ 

（jSTAT MAP の機能紹介、簡単にできるレポート作成、活用事例紹介等） 

第４週 統計オープンデータの高度利用 
・統計 API機能※１･３の仕組みや具体的な活用事例等の統計オープンデータの高度な利用方法を

学ぶ 

（統計 APIの仕組み、統計オープンデータの活用事例、講座のまとめ等） 

※１ 平成 30 年１月のリニューアルを反映させた講義内容 
※２ 地図で見る統計（jSTAT MAP） 
※３ プログラムが自動でデータを取得できるようになる機能 

講座の内容 

受講の流れ 

講講義義動動画画をを視視聴聴  修修了了証証をを取取得得  課課題題にに回回答答  

・講師による説明動画で 
学習します 

・１回 10分程度×５～７回 
程度（１週間）×４週 

・確認テスト及び最終課題で 
理解度・習熟度を確認でき 
ます 

・確認テスト及び最終課
題の得点率により修了
証を取得 

デデーータタササイイエエンンスス  MMOOOOCC  検検索索  



 

 

 

総務省統計局では電子調査票によるオンライン回答を推奨しています。 

回答の際には、便利な電子調査票によるオンライン回答を是非ご利用ください。 

詳細については、「調査票の記入のしかた」（オンライン使用ガイド）をご参照ください。 

以下の URLからもご覧いただけます。 

                     https://www.stat.go.jp/data/mssi/forms.html 

 

 

○ 月次調査の結果（今後の公表予定） 

公表予定日 速 報 確 報 

平成 30年 12 月 28日（金） 平成 30年 10 月分 平成 30 年 ７月分 

平成 31年 １月 31日（木） 平成 30年 11 月分 平成 30 年 ８月分 

平成 31年 ２月 28日（木） 
平成 30年 12 月分 

平成 30年 10～12月期 

平成 30 年 ９月分 

平成 30 年 ７～９月期 
       

○ 拡大調査の結果（今後の公表予定） 

平成 29年結果（確報）：平成 30年度末頃 

○ サービス産業動向調査の公表結果については、以下の URLからご覧いただけます。 

                        https://www.stat.go.jp/data/mssi/index.html 

 

 

 

サービス産業動向調査の調査票の記入のしかたについてのお問い合わせ、インターネットによる

回答についてご不明な点、また、調査票、調査票提出用封筒が見当たらない場合などは、下記の

サービス産業動向調査実施事務局にご連絡ください。 

【お問い合わせ窓口】 サービス産業動向調査実施事務局 

【フ リ ー ダ イ ヤ ル】 ０１２０－２５０－０６９ 

【直 通 電 話】 ０３－３５９０－０５０６ 

【受 付 時 間】 平日（土・日・国民の祝日・年末年始を除く）９：００～１８：００ 
 

サービス産業動向調査ニュース（第 38 号） ４ 

 

サービス産業動向調査にご回答いただき、ありがとうございます。 

  

 

 

サービス産業動向調査 検 索 

サービス産業動向調査の調査票 検 索 


